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指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント 

重要事項説明書 

                                （令和８年６月１日現在） 

 

あなた（又はその家族）が利用を考えている指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメン

ト（以下「サービス」という。）について、利用する前に知っておいていただきたい内容を説

明いたします。わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なくご質問ください。 

この「重要事項説明書」は、サービスの開始に際して、事業所があらかじめ説明しなければ

ならない内容を記したものです。 

  

１．法人について 

法 人 名 社会福祉法人 由布市社会福祉協議会  

設立年月日 平成 １７年 １０月 １日 

代表者 会長   大 野  茂 喜    

所在地 大分県由布市庄内町庄内原３６５番地１ 

 

２．事業所について 

 （１）事業所の概要 

サービス名称 介護予防支援 介護予防ケアマネジメント 

事業種別 指定介護予防支援 第１号 介護予防支援事業 

事業所名 由布市地域包括支援センター 事業所番号 ４４０１３０００１９ 

所在地 大分県由布市庄内町 

庄内原３２１番地４ 

事業 

実施地域 

由布市全域 

電話番号 ０９７－５８２－０１０６ ＦＡＸ番号 ０９７－５８２－０１０８ 

損害賠償保険 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 （２）事業の目的および運営方針 

事
業
の
目
的 

サービスの適切な運営を確保するために運営規程において、人員、管理運営に関す

る事項を定め、要支援認定者もしくは総合事業対象者にある高齢者等（以下「利用

者」という。）に対し、適切なサービスを提供することを目的とする。 

運
営
方
針 

１ 担当者は、利用者の心身の特性を踏まえて、その利用者が可能な限りその居宅

において、自立した日常生活を営むことができるように配慮して行う。 

２ 事業の実施に当たっては、利用者の心身の状況やその環境に応じて、利用者の

選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標を達成するために、適切な

保健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標を踏まえ、多様な事業所から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。 

３ 事業の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場

に立って、特定の種類又は特定の介護予防及び介護予防・日常生活支援サービス

事業所（以下「サービス事業所」という。）若しくは地域密着型サービス事業所 

に不当に偏ることのないよう公正中立に行う。 
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運
営
方
針 

４ 事業の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族

に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行う。 

５ 事業の運営に当たっては、関係市町村、他の地域包括支援センター、老人介護

支援センター、指定居宅介護支援事業所、他の指定介護予防支援及び介護予防・

日常生活支援総合事業事業所、介護保険施設、住民による自発的な活動によるサ

ービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者等との連携に努める。 

６ 事業の実施にあたっては、利用者の人権擁護、虐待の防止等のため、責任者を

設置するなど必要な整備を行う。 

（３）事業所窓口の営業日及び営業時間  

営業日・営業時間 

窓口対応可能時間 

月曜日から金曜日 ８時３０分～１７時００分まで 

※但し、土・日・祝日 年末年始を除く 

※時間外・休日は電話にて対応いたします 

（４）事業所の職員体制等  

職 種 配置 主な職務内容 

管理者 常勤 1名 指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関する

業務及びその管理に関する業務等 

主任介護支援専門員 

（準ずる者を含む） 

常勤３名以上 包括的・継続的ケアマネジメント サービス計画 

作成業務等 

保健師（準ずる者を含む） 常勤３名以上 介護予防ケアマネジメント 

社会福祉士 常勤３名以上 総合相談支援、権利擁護 

介護支援専門員 常勤 1名以上  

事務員 常勤１名以上 必要な事務 

主任介護支援専門員、保健師、社会福祉士の３職種については、状況により員数の変動が

ある場合は、常勤換算において常に２名を下らないこととする。 

 

３．サービスの内容および利用料等 

１）サービスの内容 

（１）サービス計画作成の支援 

①利用者の居宅を訪問、又は利用者やその家族に面接して情報を収集し、解決すべき課題

を把握します。 

②居宅周辺地域におけるサービス事業所やインフォーマルサービス事業所が実施してい

るサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に提供し、利用者にサ

ービスの選択を求めます。 

③提供するサービスで目指す目標、目標の達成時期、サービスを提供するうえでの留意点

などを盛り込んだサービス計画の原案を作成します。 

④サービス計画の原案に位置付けた指定サービス等について、保険給付の対象となるサー

ビスと対象とならないサービス（自己負担）を区分して、それぞれ種類、内容、利用料

等を利用者又はその家族に説明し、その意見を伺います。 

⑤サービス計画の原案は、利用者又はその家族と協議したうえで必要があれば変更を行い

利用者から文書による同意を得ます。 

（２）サービス事業所との連絡調整 

①サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるようサービス事業所との連絡調整
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を行います。 

（３）モニタリング、評価 

①利用者の状況把握のため、居宅に少なくとも３ヶ月に１回訪問します。 

②利用者又はその家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況の把握に努めます。 

③利用者の状態について定期的に評価を行い、状態の変化等に応じてサービス計画の評価、

変更等を行います。 

（４）サービス計画変更の支援 

①利用者がサービス計画の変更を希望した場合又は地域包括支援センターがサービスの

変更が必要と判断される場合には、利用者の意見を尊重、合意のうえ、サービスの変更

を行います。 

（５）給付管理 

①サービス計画作成後、その内容に基づいてサービス利用票・提供票による給付管理を行

うとともに、毎月の給付管理票を作成し、大分県国民健康保険団体連合会に提出します。 

（６）相談業務 

①介護保険や介護に関することは、幅広くご相談に応じます。 

（７）必要と認めた場合の施設入所への支援 

  ①利用者が居宅において日常生活を営むことが困難になったと認められる場合又は

利用者が介護保険施設等への入所を希望する場合には、要介護認定に係る申請につ

いて必要な支援を行い、介護保険施設等への照会その他の調整を行います。                   

（８）要介護認定等の申請に対する支援（更新・認定区分変更の代行申請） 

①利用者の意思を踏まえ、要介護認定又は要支援認定（以下「要介護認定等」という。）

の申請に必要な支援を行います。 

②利用者の認定有効期間満了の６０日前には、要介護認定等の更新申請に必要な支援を行

います。 

２）利用料等 

通常の場合、サービスについては介護保険から全額が給付されますので利用者の利用

料負担はありません。介護保険法及び指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関す

る基準（平成１８年厚生労働省告示第１２９号）に基づき下記の額とします。今後、介

護保険法及び上記基準に変更があった場合は、金額が変更となる場合があります。 

● 基 本 単 価 

指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントＡ    ４,４２０円／月 

介護予防ケアマネジメントＢ                          ３,５４０円／月 

介護予防ケアマネジメントＣ                          ３,１００円／月 

● 生活機能維持加算（元気アップ教室卒業のみの加算額） ３,０００円／月 

● 初 回 加 算（新規の場合のみの加算額）              ３,０００円／月   

● 委託連携加算（一部委託する初回の加算額）            ３,０００円／月  

● 介護職員等処遇改善加算（該当する項目に加算されます）    ２．１％ 

● サービス計画作成の際、主治医から照会を求めることとされており、医療機関から 

照会料を求められる場合があります。 

 

４．利用者の居宅への訪問 

「地域包括支援センター」の職員が、利用者の状況把握のため、居宅に訪問する頻度
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は少なくとも３ヶ月に１回となります。但し、上記の回数以外にも、利用者からの依

頼やサービスの遂行に不可欠と認められる場合で、利用者の承諾を得た場合には、利

用者の居宅を訪問します。 

 

５．家族への通知 

   希望される場合は、利用者と同様の通知を家族等へも行います。 

 

６．入院時の連絡 

  医療機関に入院する必要が生じた場合には、担当者の氏名及び連絡先を当該医療機関

に伝えるようご協力をお願いします。 

 

７．緊急時の対応    

   サービス提供時に、事故発生や利用者の体調悪化等があった場合には、事前の打ち

合わせにより、家族や医師、救急隊への連絡を行い必要な処置を講じます。 

 

８．サービス提供記録及び書類の保管 

   サービス提供に際して作成した記録及び書類を、契約満了日若しくはサービス提供

完了日から起算して５年間保存します。希望される場合は、記録の閲覧及び写しの

交付が本人又はその家族に限り可能です。 

 

９．サービス利用に関する留意事項 

①サービスの委託 

  原則として「地域包括支援センター」においてサービスを行いますが、一部の業務

を利用者の同意を得て｢指定居宅介護支援事業所｣に委託することができます。 

②サービス提供を行う担当者及び事業所の決定 

  サービス提供時に、担当の「地域包括支援センター」の職員または「委託事業所」

の介護支援専門員を決定します。担当者は、身分証明書を携行し、初回訪問時及び

利用者又はその家族から求められた時には、提示を行います。また、複数のサービ

ス事業所の紹介を求めることや、サービス計画原案に位置付けたサービス事業所等

の選定理由の説明を求めることが可能です。 

③担当者の変更 

 「地域包括支援センター」及び「委託事業所」（以下「サービス提供事業所」という。）

の都合により、担当者を変更する場合があります。担当者の変更をする場合は、利

用者に対して、サービス利用上の不利益が生じないように十分配慮するものとしま

す。利用者が担当者の変更を希望する場合には、当該担当者が業務上不適当と認め

られる事情、その他変更を希望する理由を明らかにして、担当者の変更を申し出る

ことができます。 

④契約の更新 

  総合事業については、契約期間はチェックリスト実施日から有効期間満了日までと

します。介護予防支援については、利用者の契約締結日もしくは認定有効期間の始

期から期間満了日までですが、有効期間満了日の７日前までに、利用者から契約更

新拒否の申し出がない場合は、この契約は同一内容で自動更新されるものとします。 
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⑤契約の満了 

  契約の有効期間中は、特別な事由がない限り、継続してサービスを利用することが

できますが、以下のような事項に該当する場合には契約は終了します。 

  Ⅰ 利用者が死亡した場合 

  Ⅱ 利用者の心身の状況が「要介護」と判定された場合 

  Ⅲ 利用者が介護保険施設等に入所した場合 

  Ⅳ 利用者が他市へ転出した場合 

  Ⅴ 利用者が小規模多機能型居宅介護サービスの利用を開始された場合 

  Ⅵ 利用者から契約解除の申し出があった場合（※注２） 

  Ⅶ 地域包括支援センターが契約解除を行った場合（※注３） 

（※注２）契約解除の申し出は、７日以上の予告期間をもって届け出ることとし予告期間

の満了日に契約が解除されます。但し、以下の事項に該当する場合は、直ちに

契約を解除することができます。 

  Ⅰ サービス提供事業所が、正当な理由なくサービスの提供を怠った場合  

  Ⅱ サービス提供事業所が、守秘義務及び個人情報の保護に違反した場合 

  Ⅲ 「地域包括支援センター」がやむを得ない事情により、事業を継続すること

ができなくなった場合 

（※注３）ハラスメントについて利用者および家族その他の関係者は、事業所の職員に対 

し暴力・暴言・人格否定・性的言動・契約外サービスの強要等の信頼関係を損 

なう行為をし、かつ、改善の見込みがないと認めた場合または行為が悪質であ 

る場合は、契約の目的を達成することが不可能と判断し７日以上の予告期間を 

もって、利用者との契約を解除できることとします。 

 

１０．秘密の保持と個人情報の保護 

 ①利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

サービス提供事業所は介護保険法の規定に基づき、サービス提供をする上で知り得た

利用者又はその家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この秘

密を保持する義務は契約が満了した後も継続します。 

②個人情報の保護と個人情報の利用 

サービス提供事業所は利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当 

者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いません。個人情報を用いる 

場合も、サービスの円滑な提供に必要な最小限度のものとし、その目的以外には使用 

しません。個人情報を使用した会議等は個人情報利用の内容の経過を記録します。 

サービス提供事業所は利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物につい 

ては、注意を持って管理し、また、処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとし 

ます。 

  サービス提供事業所は職員退職後も在職中に知り得た利用者又はその家族の個人情 

  報を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 

 

１１．虐待防止について 

  「地域包括支援センター」は、虐待防止の為に利用者に対する虐待の早期発見に努め

ます。また、必要に応じ関係機関との連携を図ります。 
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① 虐待に対する責任者 （由布市地域包括支援センター長 髙田 文子） 

② 虐待防止に関する相談窓口 

由布市役所 

高齢者支援課 

所在地 由布市庄内町柿原 302番地 

電話番号 097-529-7349 FAX番号 097-582-1343 

受付時間 月～金 / 8:30～17:00(土・日・祝日 年末年始を除く) 

由布市 

地域包括 

支援センター 

所在地 由布市庄内町庄内原 321番地 4 

電話番号 097-582-0106 FAX番号 097-582-0108 

受付時間 月～金 / 8:30～17:00(土・日・祝日 年末年始を除く) 

 

１２．ハラスメント対策について 

職場におけるハラスメント防止のための雇用管理上の措置を講じます。 

（１） 職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行っては

ならない旨の方針を明確にし、職員に周知、啓発を行っています。 

（２） 相談に応じ適切に対応するための体制を整備しています。 

 

１３．業務継続計画の策定について 

  （１）感染症及び災害に係る研修を定期的（年１回以上）に行います。 

  （２）感染症や災害が発生した場合においても迅速に行動できるよう、訓練を実施し

ます。 

 

１４．損害賠償 

    サービス提供事業所はサービスの提供にあたり、利用者の生命・身体・財産に損害 

を与えた場合には、その損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様としま 

す。ただし、利用者又はその家族に故意又は重大な過失がある場合は、賠償額の全 

部又は一部を減額することができます。 

 

１５．サービスに関する相談・苦情の受付 

 

〖当 事 業 所 の 窓 口〗 

○苦情受付担当者 

 管 理 者：小野 純子 

○苦情解決責任者 

 センター長：髙田 文子 

所 在 地 由布市庄内町庄内原 321番地 4 

電話番号 097-582-0106 

FAX 番号  097-582-0108 

受付時間 月～金／8：30～17：00 

（土・日・祝日 年末年始を除く） 

〖市 町 村 の 窓 口〗 

由布市役所 

高齢者支援課 

所 在 地 由布市庄内町柿原 302番地 

電話番号 097-529-7349 

受付時間 月～金／8：30～17：00 

（土・日・祝日 年末年始を除く） 

〖公 的 団 体 の 窓 口〗 

大分県 

国民健康保険団体連合会 

所 在 地 大分市大手町 2丁目 3番 12号 

電話番号 097-534-8475 

受付時間 月～金／9：00～17：00 

（土・日・祝日 年末年始を除く） 
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第三者委員 

由布市在住の方を第三者委員に選任して、地域住民の立場から本事業所のサービスに対す 

るご意見等をいただいています。第三者委員の連絡先については、由布市社会福祉協議会

ホームページまたは事務所（代表電話 097-582-2756）までお問合わせください。 

 

１６．重要事項説明書の保管について 

サービスの提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて、重要な事項

を説明しました。説明を受けた証として、本書２通を作成し、両者記名押印の

上、それぞれ１通を保管するものとします。 

 

令和   年   月   日 

 

（事業所）  運営主体の法人   社会福祉法人 由布市社会福祉協議会  

                                                 

事 業 所 名 称  由布市地域包括支援センター 

 

       所    在    地  由布市庄内町庄内原３２１番地４ 

 

       説 明 者 氏 名                 印  

    

上記内容の説明を事業所から確かに受けました。 

 

（利用者）  住  所  由布市                  

 

       氏  名                  印  

 

 

（代筆者）  住  所                       

  

       氏  名                  印   

 

続  柄          

        

 

（代理人）  住  所                     

 

       氏  名                  印   

 

続  柄         


